
このような事態が生じていたのは、会社において補助事業の適正な執行に対する認識が著しく欠け

ていたこと、受託事業者における会社に対する指導等が十分でなかったのに中央会において受託事業

者に対する指導及び監督が十分でなかったことなどによると認められる。

（ 3） 中小企業等事業再構築促進補助金の補助対象事業費に対象とならない経費を含めていた
もの 1件 不当と認める機構の補助金 15,187,466円

中小企業等事業再構築促進補助金（以下「事業再構築補助金」という。）は、ウィズコロナ・ポストコロ

ナの時代の経済社会の変化に対応するために新分野展開、事業・業種・業態の転換、事業再編等の事

業を実施する中小企業者等に対して、事業に要する経費の一部について、独立行政法人中小企業基盤

整備機構（以下「機構」という。）が補助するものである。

機構は、中小企業庁から補助金の交付を受けて基金を造成し（令和 5年 3月時点の基金造成額 2兆

4408億余円）、基金を取り崩して事業再構築補助金を交付している。また、機構は、経済産業省が制

定した中小企業等事業再構築促進補助金実施要領（20210315財中第 1号）等に基づき、中小企業者等が事

業再構築補助金の交付を受けて実施する事業に係る確定検査等の事務を、中小企業庁が公募により選

定した株式会社パソナ（以下「受託事業者」という。）に委託している。そして、受託事業者は、機構の指

導及び監督の下で、「補助事業の手引き」等を制定するなどした上で事務を行っている。

「補助事業の手引き」等によれば、補助の対象となる経費は、補助事業実施期間に納品、検収及び支

払までを完了したものとされている。また、クラウドサービス利用費のうち月々の利用料について

は、補助事業実施期間に要する経費に限り補助の対象とすることができることとされている。

本院が、機構、受託事業者及び 113事業主体において会計実地検査を行ったところ、 1事業主体に

おいて次のとおり適切とは認められない事態が見受けられた。
補助事業者
（所在地）

間接補助事業者
（所在地）

補助事
業

年度 事 業 費
�
�
�

補助対
象事業
費

�
�
�

左に対す
る機構の
補助金交
付額

不当と認
める補助
対象事業
費

不当と認
める機構
の補助金
相当額

摘 要

千円 千円 千円 千円
（293）株 式 会 社

エージェー
シー
（福島県郡
山市）
〈事業主体〉

― 中小企
業等事
業再構
築促進

3、 4 44,000
（40,000）

26,666 22,781 15,187 補助の対象
とならない
経費を補助
対象事業費
に含めてい
たもの

株式会社エージェーシー（以下「会社」という。）は、コロナ禍に対応した新たな就職支援サービスへの

挑戦としての再就職支援事業を行うために、令和 3年 10月から 4年 6月までを補助事業実施期間とし

て、面接者カルテ作成メニューの導入及びクラウドサービスの利用を内容とするWEB面接システム

の構築、ポータルサイトの改良等を事業費 44,000,000円（補助対象事業費 40,000,000円）で実施してい

た。そして、会社は、 3年 9月に成果物の納品を受け
（注）
、 4年 6月に本件事業を完了したとする実績報

告書等を同年 7月に受託事業者に提出して、同年 10月に、事業再構築補助金 26,666,666円の交付を受

けていた。

（注） 本件事業に適用される中小企業等事業再構築促進補助金交付規程（規程令 3第 13号）等によれば、補助事

業実施期間は、原則として交付決定日から 12か月以内等とされているが、機構が認めたものに限り、令

和 3年 2月 15日から交付決定日の前日までの間に発注等を行った経費であっても補助の対象とすること

ができることとされている。そして、会社は、 3年 2月 15日から交付決定日の前日である同年 10月 11

日までの期間に発注等を行った経費を補助の対象とすることについての承認を受けている。
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しかし、会社が面接者カルテ作成メニュー及び改良されたポータルサイトの納品を受けたのは、実

際には補助事業完了日の 4年 6月を 1年以上経過した 5年 12月及び 6年 3月であったにもかかわら

ず、会社はこれらの成果物について事実と異なる納品日が記載された納品書等を受託事業者に提出し

て、本件事業を 4年 6月までに完了したとする実績報告を行っていた。また、会社が補助対象事業費

に計上していたクラウドサービスの月々の利用料には、補助事業実施期間に要する経費ではない 4年

7月以降の 54か月分が含まれていた。

したがって、面接者カルテ作成メニューの導入及びポータルサイトの改良に係る経費 21,712,000円

並びにクラウドサービスの月々の利用料 54か月分に係る経費 1,069,200円の計 22,781,200円は補助の

対象とは認められず、これに係る機構の補助金相当額 15,187,466円が不当と認められる。

このような事態が生じていたのは、会社において補助事業の適正な執行に対する認識が著しく欠け

ていたこと、受託事業者において会社に対する指導が十分でなかったこと、機構において受託事業者

に対する指導及び監督が十分でなかったことなどによると認められる。

意見を表示し又は処置を要求した事項

サービス等生産性向上 IT導入支援事業の実施に当たり、実質的還元等により過大に
交付された補助金について返還手続を行わせるよう適宜の処置を要求し、並びに同種
同様の不正な事態の有無を調査して必要な場合には補助金の返還、IT 導入支援事業
者の登録取消しの手続等を速やかに行わせるとともに、各種審査等における不正防止
策等が適時適切に行われるための指針等を整備し、また、事業主体が ITツールを解
約した場合に交付決定の取消しや残存簿価分の納付が適切に行われるための仕組みを
整備するよう改善の処置を要求し、及び補助事業の効果を正確に把握できるような確
認体制を整備するなどするよう意見を表示したもの

科 目 （一般勘定）生産性向上業務費
部 局 等 中小企業庁（令和 4年 3月以前は経済産業本省）、独立行政法人中小企

業基盤整備機構本部
補 助 の 根 拠 独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成 14年法律第 147号）
補 助 事 業 者 一般社団法人サービスデザイン推進協議会
間接補助事業者
（事 業 主 体）

99,908事業主体（令和 2年度～ 4年度）

補 助 事 業 サービス等生産性向上 IT導入支援事業
補助事業の概要 生産性向上に資する ITツールを導入する事業を実施する中小企業・

小規模事業者等に対して、これに要する経費の一部を補助する事業
検査の対象とし
た事業主体数、
事業数及び IT
導入補助金交付
額

99,908事業主体 104,437事業 1464億 2197万余円
（令和 2年度～ 4年度）

実質的還元等に
よる不正が行わ
れていた事業主
体数、事業数及
び IT導入補助
金交付額⑴

30事業主体 41事業 1億 0812万円
（令和 2年度～ 4年度）
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